
歳入・歳出構造年度比較　（普通会計決算）
歳入
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平成 元年度 384,762 63,446 44,432 1,742,157 60,466 52,641 229,081 50,000 95,878 102,564 420,400

平成　５年度 457,535 86,291 53,704 2,176,706 100,828 253,498 177,854 168,683 128,897 128,187 395,600

平成１０年度 452,182 59,107 105,505 2,411,279 84,718 197,425 270,449 322,400 206,398 236,105 570,800

平成１５年度 418,766 60,645 105,659 1,967,978 64,408 173,054 198,912 171,723 105,069 152,929 498,200

平成１８年度 391,350 98,817 96,606 1,894,725 65,787 81,173 122,878 167,973 74,397 166,339 220,900

町税 地方譲与税 諸交付金 地方交付税
使用料・
手数料

国庫支出金 県支出金 繰入金 繰越金 諸収入 地方債

三位一体の改革以
降、減少の一途で゜
あるが歳入の大半を
占めています

ほぼ横ばいか
ら，年々減少傾
向にあります

臨時財政対策債の削
減及び建設事業への
町債発行抑制により
減少しています

千円

財源不足を補填
するため基金等か
らの取り崩しです
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各種団体等への補助、負
担金をはじめ、病院・水道
会計補助金・最上広域へ
の分担金も含まれるため歳
出額も大きくなっています

法令等に
より児童・
老人福
祉・障害
者福祉法
等により
支出義務
のある医
療費等で

人件費・扶助費・公債
費は任意に削減・圧縮
できない経費で義務的
経費といいます

　町長・議員・消防団
員のほか、普通会計
に属する職員の給
与
　職員退職等により
減少しています

町債発行の抑制によ
り毎年減少していま
す

余剰財源の不足
により積立金の
余裕がなくなって
います

特別会計
への繰出
金の激増
(12年度
から介護
保険制度
により急
増)

投資的経費
の激減してい
ます

物件費(その他
の経費に含ま
れない消費的
経費)のうち経
常的な経費は
抑制に努めて
います

千円

建物・設備
等の維持
管理費で
す

病院事業への出
資のほか、森林組
合等への貸付金
であるが、貸付金
は年度内に償還さ
れるので実質的な
負担にはなりませ
ん

　 平成元年度から18年度までの歳入構造を５年できざみで比較したもので、圧倒的に地方交付税に依存していること
がわかります。バブル崩壊後も平成15年度頃までは増加していましたが、国の三位一体の改革以降大きく減少してき
ています。他で大きいのは町債ですが、地方交付税改革により平成13年度から臨時財政対策債が創設され、地方交
付税の減少が補填されてきました。しかし、これも交付税同様毎年削減されています。また、歳入の1割程度を占める
町税ですが、景気や雇用情勢の悪化で伸び悩み、残念ながら徴収率も90％を下回っていることなどから平成元年度
レベルまで減少してきている状況にあります。

　 歳出構造の推移を比較したもので、特徴として扶助費、繰出金を除いては全ての経費が減少の一途にあります。
特に減少が著しいのが人件費（議員、町長等特別職の特例減額、補助費（病院会計への補助金の削減）、積立金、
投資的事業（建設事業）となっています。（貸付金については、金山育英会への貸付を18年度から新設したことによ
り例外的に増加。）投資的事業は、国・県補助金の廃止・削減により大幅な減少となっております。(財源確保は町債
に依存せざるを得ず、過去の大型事業で発行した町債の償還や、公債費削減の必要性が急務であるため、事業実
施計画を見直しながら年度間の調整を図っています。)


